























と進出日系企業の役割から─ 大阪商業大学 東大阪地域産業研究会 調査資料 、 年 月
（非売品）として掲載した拙論に加筆修正を施したうえで作成したものである。
）前田啓一 ベトナム北部機械金属系中小製造業の勃興と創業者の基本的特徴について─エリート資本
主義の萌芽か─ 同志社商学 第 巻 号、 年 月。
は先の の 基礎的な技術の習得 進出日系企業や前の勤務先での技術習得 について、
若干の事例を踏まえながら、さらに詳しく掘り下げてみよう。
ここでは、まず、本稿を作成するにあたり、ベトナム北部で訪問・面談することのでき
た進出日系企業 社の概要をまとめ、紹介しておこう。このうちの 社は筆者が 年
月に実施した ベトナムにおける日系進出企業（機械金属関連製造業）の国際分業・
生産体制に関する調査 ）の回答企業であり、残る 社（ 社 と 社）はそれ以前の時
期に訪問することのできた企業である。
）本アンケート調査結果の概況については、前田啓一 国際的時間制約下におけるベトナム経済の課題
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調査企業への訪問は、 年 月から 年 月にかけて実施した（第 表）。また、
各企業のベトナムでの開業時期は 年 社、 年・ 年・ 年がそれぞれ 社と
マチマチである。
そして、第 表から事業の概要を整理しておくと、日本本社はバイクの部品製造
（ 社）と組み立て（ 社）が各 社のほか、熱処理メーカー（ 社） 社、そし
て残り 社がいずれも金型メーカーである（ 社、 社、 社、 社）。ベトナ
ム北部においてこれら企業の現地法人では、そのほとんどがバイク関連、自動車関連そし
てプリンター関連の製造に携わっている。また、現地法人の従業員数は熱処理メーカー


















































カー（ 社と 社）が 名前後、精密金型・自動車エンジン関連アルミ鋳造品メー

































） 年 月 日に訪問した。
）ただし、この 社はあくまで金型関連としての企業数であり、正確な数字ではないかもしれない（同
社インタビューより 年 月 日 ）。
）同クラブの発足については、前田啓一 ベトナム中小企業政策の現況と北部での基盤的技術分野の勃
興について 大阪商業大学比較地域研究所 地域と社会 第 号、 年 月、 ページの脚注 も参






































ラブのなかには、 、 、 などのベトナム企業も加入している。タ
イ、フィリピン、インドネシアでは金型工業会がすでにできており、ベトナムでもこの発
足により、ようやく金型メーカー相互間での横の連携ができるようになった。さらに、
















る ）。同大学の職業訓練部門の卒業予定者のうち、毎年 月頃に 名を受け入
れ、清掃・整理・整頓などの 活動に積極的に参加してもらう。むろん、座学も含まれ








） 社社長（当時）が 年 月に当工場に赴任した時にはこの同制度が始まっていた。したがっ
て、当工場がインターシップ生を受け入れるようになってからすでに 年が経過している（同上）。
このインターシップ制度については、森 純一 ベトナムにおける産学連携の現状と課題─ハノイ工
業大学技能者育成支援プロジェクトの経験から─ （一般財団法人 アジア太平洋研究所 日本型もの
づくりのアジア展開─ベトナムを事例とする戦略と提言─ 中小企業の東南アジア進出に関する実践的
研究 年度報告書、アジア太平洋研究所資料 、 年 月に所収）ならびに同 ベトナムにお
ける工業人材育成の現状 日系中小企業と教育訓練機関の連携の可能性 （大野 泉編著 町工場か



































































ナムに ）、そしてタイに 工場である。ベトナムには 年に進出した。






























人 社を擁するグローバル企業であり、アジアではタイ 、インドネシア 、ベトナム



































稼働当時（ 年）では輸入 ％、国内調達 ％、内製 ％であったのが、直近（















場 名、第 工場 名、その他に営業部隊が約 名いる。ベトナムヤマハ全体では
従業員総数 名にも達するなかで、日本人従業員は 名である。
ベトナム国内向けに現在 モデルを生産しており、代表的なものは価格がおよそ 万







部で日本企業 社、台湾企業 社、ベトナム企業 社、その他 社である。他方、南部で












る に営業職としておよそ 年間勤務した。 年に を退職










































































































現調率は ％。サプライヤーの数は 社で、日系 社、台






























































資本主義の萌芽か─ 同志社商学 第 巻 号、 年 月。
前田啓一 国際的時間制約下におけるベトナム経済の課題について 大阪商業大学論集 第
号、 年 月
前田啓一 ベトナム中小企業政策の現況と北部での基盤的技術分野の勃興について 大阪商業大
学比較地域研究所 地域と社会 第 号、 年 月
前田啓一 ベトナムにおけるローカル中小製造業の創業と誕生プロセスの多様性について─日本
人技術者と進出日系企業の役割から─ 大阪商業大学 東大阪地域産業研究会 調査資
料 、 年 月（非売品）
前田啓一・池部 亮編著 ベトナムの工業化と日本企業 同友館、 年 月
【追記】本稿の作成は、大阪商業大学比較地域研究所の共同研究プロジェクト（ アジア
における企業家群像の抽出と企業家ネットワークによる経済統合の深化に関する研究 平
成 年度）に参加が認められることにより可能となりました。研究代表者の坂田幹男
先生ならびにご支援いただいた同研究所の皆様に感謝を申し上げます。
バイク関連分野でのベトナム地場中小メーカーの多様な育成と創業プロセスについて
